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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次
第62期

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

第61期

会計期間

自　平成20年
     ４月１日
至　平成20年
    ９月30日

自　平成20年
     ７月１日
至　平成20年
    ９月30日

自　平成19年
    ４月１日
至　平成20年
   ３月31日

売上高 (百万円) 16,414 8,527 34,536

経常利益 (百万円) 1,956 1,065 3,919

四半期(当期)純利益 (百万円) 745 624 2,241

純資産額 (百万円) ― 27,911 27,652

総資産額 (百万円) ― 37,852 37,700

１株当たり純資産額 (円) ― 888.23 881.58

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 23.97 20.06 70.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 23.95 20.04 70.35

自己資本比率 (％) ― 73.00 72.71

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,617 ― 4,480

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △531 ― △1,504

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,021 ― △3,009

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(百万円) ― 7,066 6,880

従業員数 (名) ― 1,878 1,926

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】
当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社について異動はありません。
　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
1,878 
(447)

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員

であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
784 
(277)

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であ

ります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。

製品の種類別区分の名称 生産高(百万円)

制御機器製品 4,462

制御装置及びＦＡシステム製品 1,384

制御用周辺機器製品 1,223

防爆・防災関連機器製品 418

その他の製品 345

合計 7,833

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

当第２四半期連結会計期間における受注状況を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。

製品の種類別区分の名称
受注高 受注残高

金額(百万円) 金額(百万円)

制御機器製品 4,555 1,080

制御装置及びＦＡシステム製品 1,138 741

制御用周辺機器製品 1,542 519

防爆・防災関連機器製品 439 241

その他の製品 488 224

合計 8,165 2,806

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。

製品の種類別区分の名称 販売高(百万円)

制御機器製品 4,722

制御装置及びＦＡシステム製品 1,399

制御用周辺機器製品 1,502

防爆・防災関連機器製品 412

その他の製品 490

合計 8,527

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 当第２四半期連結会計期間の経営成績

当第２四半期連結会計期間における世界経済は、高騰の続く原油価格、原材料等のコスト上昇圧力、米

国から世界へと広がりを見せる経済の減速等により設備投資需要は低下し、国内景気の減速傾向も顕著

となり、経営環境は厳しさを増しました。　

当社グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高につきましては、まず国内売上高において

は、主力の制御用操作スイッチや安全関連機器製品をはじめ全般に堅調に推移し55億１百万円となりま

した。海外では、北米地域は円高の影響により、円換算ベースでの売上高が減少しております。アジア地域

は依然として堅調を持続しておりますが、欧州地域では、ＯＥＭ製品を中心に減少しております。その結

果、海外売上高は、30億２千５百万円となりました。以上により、全体の売上高は、85億２千７百万円とな

りました。

利益面におきましては、国内において収益力の高い主力製品群が比較的好調であったこともあり、原材

料等の価格高騰による影響は依然続いているものの、売上原価率は、やや改善いたしました。営業利益は、

11億３千７百万円となりました。また、経常利益は、10億６千５百万円となりました。第２四半期純利益に

ついては、６億２千４百万円となりました。　

　

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について

①　市場の動向

当社グループは、主要販売品目の性格上、設備投資需要の動向の影響を受けております。

　

②　為替の変動

当社グループは、製品の４割弱を海外の市場にて販売しております。変動のリスクを回避するため通

貨ヘッジ取引を行い、短期的な変動による悪影響を最小限にとどめるよう努めておりますが、その影響

を受ける可能性もあるため、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。
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(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産の額は378億５千２百万円となり、第１四半期連結会計期間末

より６億１千９百万円増加いたしました。これは、主に現金及び預金、受取手形及び売掛金、繰延税金資

産の増加によるものであります。

負債総額は、99億４千万円となり、第１四半期連結会計期間末より２億３千２百万円増加しておりま

す。これは、主に未払金法人税等、未払費用の増加によるものであります。

純資産につきましては、279億１千１百万円となり、第１四半期連結会計期間末より３億８千７百万

円増加いたしました。これは、主に利益剰余金の増加と為替換算調整勘定の変動によるものでありま

す。

　

キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第１四半期連結会計期間末に比べ６

億９千３百万円増加し、70億６千６百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が増加しましたものの、税金等調整前四半期純利益

や未払金及び未払賞与の増加等により、11億４千４百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に固定資産の取得により、２億２千５百万円の支出となり

ました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主にリース債務の返済によって３千５百万円の支出となり

ました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は４億９千５百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期連結会計期間末現在における重要な設備投資の計画について、当第２四半期連結会計期間に

重要な変更はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,224,48538,224,485

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

計 38,224,48538,224,485― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、平成13年改正旧商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき下記(イ)、(ロ)の新株予約権
を、また、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき下記(ハ)、(ニ)の新株予約権を発行してお
ります。

(イ)

株主総会の特別決議日(平成16年６月18日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 　　 2,210個(注)１,３,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 221,000株(注)３,４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,034円(注)２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格：1,034円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、当社執行役員および従業員であることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第３回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第３回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
３　発行日以降、７名退職により、新株予約権の数510個と新株予約権の目的となる株式の数51,000株は、失権して
おります。

４　発行日以降、権利行使により、新株予約権の数3,020個と新株予約権の目的となる株式の数302,000株は、減少し
ております。
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(ロ)

株主総会の特別決議日(平成17年６月17日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 13,626個(注)１,３

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,362,600株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,358円(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格：1,358円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、当社執行役員および従業員であることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第４回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第４回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３　発行日以降、35名退職により、新株予約権の数501個と新株予約権の目的となる株式の数50,100株は、失権して

おります。
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(ハ)

株主総会の特別決議日(平成18年６月９日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 861個(注)１,３

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 86,100株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,979円(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格：1,979円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、執行役員および従業員であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第５回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第５回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に
ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

　
２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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３　発行日以降、９名退職により、新株予約権の数33個と新株予約権の目的となる株式の数3,300株は、失権してお

ります。

４　組織再編行為の際の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以下、

「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約

権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項

第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づ

きそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場

合に限るものとする。

(1) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(ニ)

株主総会の特別決議日(平成19年６月８日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 265個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 26,500株

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,406円(注)２

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格：1,406円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、執行役員および従業員であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第６回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第６回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に
ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

　
２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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３　組織再編行為の際の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する

新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、合併契約、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

(1) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(2) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 38,224 ― 10,056 ― 9,613

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,576 6.74

舩　木　恒　雄 大阪府箕面市 1,607 4.21

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11―３ 1,389 3.64

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,312 3.43

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 1,124 2.94

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６―６ 1,029 2.69

藤　田　慶二郎 大阪府箕面市 773 2.02

資産管理サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海１丁目８―12 505 1.32

藤　田　俊　弘 大阪府豊中市 427 1.12

舩　木　俊　之 大阪府箕面市 367 0.96

計 ― 11,113 29.07

(注) １　自己株式として平成20年９月30日現在7,108千株(18.60％)を保有しております。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,576千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,389千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 505千株

３　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年11月15日付で株券等の大量保有に関する変更報

告書の写しの送付があり、平成18年10月31日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、

当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の

状況」では考慮しておりません。

　　なお、その株券等の大量保有に関する変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,124 2.94

三菱ＵＦＪ信託銀行
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 410 1.07

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 14 0.04

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 1,264 3.31

計 ― 2,814 7.36
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

7,108,300

完全議決権株式(その他)
普通株式

310,888 同上
31,088,800

単元未満株式
普通株式

― 同上
27,385

発行済株式総数 38,224,485― ―

総株主の議決権 ― 310,888 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株(議決権11個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式87株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＩＤＥＣ株式会社

大阪市淀川区西宮原１丁目
７番31号

7,108,300― 7,108,300 18.60

計 ― 7,108,300― 7,108,300 18.60

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,230 1,309 1,334 1,297 1,274 1,250

最低（円） 1,150 1,183 1,243 1,222 1,206 1,039

（注）株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,066 6,880

受取手形及び売掛金 6,455 6,764

商品及び製品 3,646 3,296

仕掛品 904 801

原材料及び貯蔵品 2,303 2,437

繰延税金資産 844 844

その他 504 531

貸倒引当金 △64 △53

流動資産合計 21,661 21,502

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,015 4,111

機械装置及び運搬具（純額） 1,236 1,308

工具、器具及び備品（純額） 853 895

リース資産（純額） 349 －

土地 4,397 4,387

建設仮勘定 193 192

有形固定資産合計 ※１
 11,046

※１
 10,896

無形固定資産 301 221

投資その他の資産

投資有価証券 2,314 2,472

繰延税金資産 889 982

その他 1,733 1,729

貸倒引当金 △93 △105

投資その他の資産合計 4,843 5,078

固定資産合計 16,190 16,197

資産合計 37,852 37,700
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,473 3,800

短期借入金 834 836

未払金 480 729

未払費用 1,284 1,399

未払法人税等 644 659

リース債務 145 －

預り金 1,396 1,381

その他 74 40

流動負債合計 8,332 8,845

固定負債

退職給付引当金 1,270 1,126

役員退職慰労引当金 60 71

リース債務 271 －

その他 5 3

固定負債合計 1,608 1,201

負債合計 9,940 10,047

純資産の部

株主資本

資本金 10,056 10,056

資本剰余金 9,691 9,693

利益剰余金 15,049 15,377

自己株式 △6,405 △6,417

株主資本合計 28,391 28,710

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △53 △409

為替換算調整勘定 △705 △887

評価・換算差額等合計 △759 △1,297

新株予約権 26 22

少数株主持分 252 217

純資産合計 27,911 27,652

負債純資産合計 37,852 37,700
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 16,414

売上原価 8,314

売上総利益 8,099

販売費及び一般管理費 ※１
 6,172

営業利益 1,927

営業外収益

受取利息 43

受取配当金 16

受取賃貸料 37

為替差益 81

その他 42

営業外収益合計 221

営業外費用

支払利息 32

持分法による投資損失 120

その他 39

営業外費用合計 192

経常利益 1,956

特別利益

固定資産売却益 1

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 4

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産廃棄損 2

投資有価証券評価損 264

持分法による投資損失 ※２
 411

会員権売却損 0

特別損失合計 678

税金等調整前四半期純利益 1,283

法人税、住民税及び事業税 602

法人税等調整額 △103

法人税等合計 499

少数株主利益 37

四半期純利益 745
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 8,527

売上原価 4,330

売上総利益 4,196

販売費及び一般管理費 ※１
 3,059

営業利益 1,137

営業外収益

受取利息 24

受取配当金 3

受取賃貸料 18

その他 20

営業外収益合計 67

営業外費用

支払利息 17

持分法による投資損失 40

為替差損 60

その他 21

営業外費用合計 139

経常利益 1,065

特別利益

固定資産売却益 1

持分法による投資損失戻入益 ※２
 15

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 20

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産廃棄損 1

投資有価証券評価損 59

会員権売却損 0

特別損失合計 61

税金等調整前四半期純利益 1,023

法人税、住民税及び事業税 469

法人税等調整額 △88

法人税等合計 380

少数株主利益 18

四半期純利益 624
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,283

減価償却費 634

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △60

支払利息 32

為替差損益（△は益） △29

持分法による投資損益（△は益） 531

投資有価証券評価損益（△は益） 264

固定資産売却損益（△は益） △1

固定資産廃棄損 2

売上債権の増減額（△は増加） 369

たな卸資産の増減額（△は増加） △289

仕入債務の増減額（△は減少） △320

その他 △146

小計 2,256

利息及び配当金の受取額 60

利息の支払額 △58

法人税等の支払額 △640

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,617

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △435

有形固定資産の売却による収入 3

無形固定資産の取得による支出 △62

投資有価証券の取得による支出 △35

長期貸付金の回収による収入 2

その他 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △531

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0

自己株式の売却による収入 14

配当金の支払額 △929

少数株主への配当金の支払額 △1

リース債務の返済による支出 △103

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,021

現金及び現金同等物に係る換算差額 121

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 186

現金及び現金同等物の期首残高 6,880

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 7,066
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

１ 会計処理基準に関する
事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産
 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員
会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、総平均法に
よる低価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。な
お、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期
純利益に与える影響は軽微であります。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用
 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関
する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を
適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、これにより、期首剰余金が144百万
円減少しております。なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及
び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

(3) リース取引に関する会計基準の適用
 第１四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　
平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成
19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から、通常の
売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。
 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし
て算定する方法によっております。
 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
については、期首に前連結会計年度末における未経過リース料残高又は未経過リース料期
末残高相当額を取得価額として取得したものとしてリース資産に計上する方法によって
おります。
 なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

たな卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年
度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。
　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味
売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

税金費用の計算 　連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する
税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を
乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

23,341百万円であります。

 

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

22,772百万円であります。

 

　２　関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

IDEC DATALOGIC㈱ 30百万円

　２　関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

IDEC DATALOGIC㈱ 55百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の内訳は次の通りでありま

す。

給料 2,083百万円

賞与 425百万円

退職給付費用 161百万円

減価償却費 267百万円

賃借料 409百万円

研究開発費 1,004百万円

その他 1,820百万円

計 6,172百万円

※２　特別損失に計上した持分法による投資損失は、会計

制度委員会報告第９号「持分法会計に関する実務

指針」第９項なお書き及び会計制度委員会報告第

７号「連結財務諸表における資本連結手続に関す

る実務指針」第32項の規定に基づき、関連会社に

係るのれん相当額を一括償却したことによるもの

であります。

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の内訳は次の通りでありま

す。

給料 1,038百万円

賞与 193百万円

退職給付費用 76百万円

減価償却費 137百万円

賃借料 202百万円

研究開発費 495百万円

その他 915百万円

計 3,059百万円

※２　特別利益に計上した持分法による投資損失戻入益

は、会計制度委員会報告第９号「持分法会計に関

する実務指針」第９項なお書き及び会計制度委員

会報告第７号「連結財務諸表における資本連結手

続に関する実務指針」第32項の規定に基づき、関

連会社に係るのれん相当額を一括償却したものを

洗い替えたことによる戻入益であります。

　

　

　

EDINET提出書類

ＩＤＥＣ株式会社(E01951)

四半期報告書

25/35



(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,066百万円

現金及び現金同等物 7,066百万円

 なお、預入期間が３ヵ月を超える預金や、流動性が高く、

容易に換金可能な、しかも価値変動リスクが僅少な短期

投資が含まれていないため「現金及び預金」勘定と「現

金及び現金同等物」四半期末残高は一致しております。

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38,224,485

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,115,362

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 26

合計 26

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 933 30平成20年３月31日 平成20年５月29日

　
　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの
　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 777 25平成20年９月30日 平成20年11月28日

　
　
　

EDINET提出書類

ＩＤＥＣ株式会社(E01951)

四半期報告書

26/35



(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

記載すべき事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当社グループは、制御機器関連製品及び商品の製造、販売を主たる事業として行っております。従た

る事業として、マーキングシステムの製造、販売等を行っておりますが、小規模な事業であり、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業損益の合計額に占める各割合が、いずれも10％未満でありますので、事業

の種類別セグメントの記載は省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,782 1,246 284 1,213 8,527 ― 8,527

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,100 33 0 740 1,874(1,874) ―

計 6,882 1,279 285 1,95410,401(1,874)8,527

営業利益 518 143 18 158 838 298 1,137

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,9252,483 581 2,42316,414 ― 16,414

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,224 64 0 1,436 3,726(3,726) ―

計 13,1492,548 582 3,86020,140(3,726)16,414

営業利益 970 268 62 344 1,646 280 1,927

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

北米 欧州
アジア・
パシフィック

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,240 574 1,187 23 3,025

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 8,527

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

14.6 6.7 13.9 0.3 35.5

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等

　　④　その他の地域……中南米等

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

北米 欧州
アジア・
パシフィック

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,468 1,124 2,313 45 5,951

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 16,414

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

15.0 6.9 14.1 0.3 36.3

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等

　　④　その他の地域……中南米等

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

888円23銭 881円58銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部合計額(百万円) 27,911 27,652

普通株式に係る純資産額(百万円) 27,632 27,413

差額の主な内訳(百万円)

　新株予約権 26 22

　少数株主持分
　

252 217

普通株式の発行済株式数(株) 38,224,485 38,224,485

普通株式の自己株式数(株) 7,115,362 7,129,112

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

31,109,123 31,095,373
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２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 23円97銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23円95銭

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 745

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 745

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 31,103,969

潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益の算定に用いられ
た四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)

―

四半期純利益調整額(百万円) ―

潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数(株)

35,117

普通株式増加数(株) 35,117

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　
第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 20円06銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 20円04銭

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 624

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 624

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 31,109,197

潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益の算定に用いられ
た四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)

―

四半期純利益調整額(百万円) ―

潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数(株)

30,941

普通株式増加数(株) 30,941

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要

―
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第62期中間配当の実施について、平成20年11月６日開催の取締役会において、次のとおり決議いたし

ました。

中間配当 777百万円

１株当たり中間配当金 25円

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年11月28日

(注)　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払を行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月11日

ＩＤＥＣ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　竹　　内　　　　　毅　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　姫　　岩　　康　　雄　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「 経理の状況 」に掲げられているＩ

ＤＥＣ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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